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1.論文の課題 
 
 本論文の課題は以下のとおりである。ブレア＝ブラウン労働党政権は、民営化・地方分
権化の世界的動向をふまえつつ、英国独自の第三の道として福祉国家の再編を図ろうとし
た。その政策を最も具現した国営医療（National Health Service、以下 NHSと略す)改革
に焦点をあて、官民パートナーシップを軸とした医療提供体制の実施実態と、その医療財
政の影響および改革の成果と限界を、医療の公平性・生産性を中心に、地方自治体が行う
介護・福祉との役割分担もみながら、明らかにすることを課題にしている1。 
 
2.論文の問題意識 
労働者に対する「社会保障と完全雇用」を体現化した福祉国家は、第二次世界大戦後の
復興期である 1950～60 年代に大きく発展し、社会保障と完全雇用をほぼ達成した。しか
し、1970 年半ばに、高度経済成長が終わり、オイルショックの影響から経済が落ち込んだ
ため、福祉国家の再編や福祉国家の危機が叫ばれ、1981 年には、OECD で『福祉国家の
危機（Welfare State in Crisis）』というコンファレンスが開かれたほど、先進国で大きな
議論となった。その後も、低成長経済のなか、先進各国は財政難から脱却しようと、税制
改革や社会保障改革などを行いながら、それぞれが独自の形で福祉国家を再編し続けてい
る。近年では、リーマンショックを経て、さらに、福祉国家の形態や社会保障のあり方に
ついて根本的な問い直しを必要としている。 
福祉国家が従来のままでは維持できないため、社会保障の提供の世界的潮流は国家の直
接給付から民営化・地方分権化を取り込んだものへと移行している。 
本論文で取り扱う英国ブレア＝ブラウン労働党政権の官民パートナーシップの提供体
制は、この世界的潮流をふまえつつ、英国独自の第三の道を歩んでいるという点で、新た
な実験である。 
英国医療は公共財的側面を維持しつつ私的財的な効率化の側面を取り入れることがで
きるかという課題に直面しており、ブレア＝ブラウン政権は、医療をこれまでの公共財か
ら「私的財としての公共」にする実験、つまり民営化の実験を行ったといえる。民営化と
いうと、サッチャー＝メージャー時代の国鉄やロールスロイスなどの所有権移転型の完全
民営化を想像されるが、民営化には、所有権移転型だけでなく、民間委託やPrivate Finance 
Initiative（以下、PFIと略す）も含まれる。ブレア＝ブラウン政権時代の NHS は民営化
のさまざまな形に挑戦している点で研究するに価する。 
同時に、官民パートナーシップには、地方分権が含まれている。NHS 発足前の英国医
療は慈善病院と公立病院から成っており、地域の中で発展してきたが、NHS が中央集権
であるとはいえ、英国が財政難に直面するなか、地域でどのように発展していくかは課題
                                                   
1 本論文は英国のうち、イングランドのみを研究対象とする。 
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であり続けた。紆余曲折を重ね、ブレア＝ブラウン政権時代に、病院の形態が、サッチャ
ー＝メージャー政権時代に創設された NHS トラストからファンデーショントラスト
(Foundation Trust、以下 FT と略す)に移行していく過程において、地域住民も病院スタ
ッフも経営の一端を担うという形が進行中である。これも新しい取り組みであり、研究に
価する。 
 
2-1 なぜ英国ブレア＝ブラウン政権を対象とするのか 
 「ゆりかごから墓場まで」という言葉は、第二次世界大戦後の労働党の掲げたスローガ
ンで、日本も含めた先進国の手本となって今日に至る。それ以降、英国の社会保障政策は
いつも各国から注目されている。 
しかし、この英国の社会保障政策は、膨大な財政支出をもたらし、「英国病」とよばれ
る状況に陥り、社会保障の財政圧迫は深刻な問題となった。 
サッチャー保守党政権になり、新自由主義の「小さな政府」に方向転換し、国有企業の
民営化、金融引き締めによるインフレの抑制、財政支出の削減、税制改革、規制緩和、労
働組合の弱体化などの政策を推し進めた。サッチャー政権は、先進国の中でも、福祉国家
の改革に先鞭をつけたといえる。しかし、財政削減によって NHS は機能不全に陥り、毎
年年度末は予算がないため、病院が閉鎖となり、長い待機リストが問題視された。次のメ
ージャー政権になっても長い待機リストは、回復には至らなかった。 
サッチャー＝メージャー保守党政権の改革は、極端に進めたために、福祉国家そのもの
を否定するようになった。 
しかし、英国民は極端な改革を許さなかった。福祉国家の解体ではなく、福祉国家シス
テムの合理化が求められた。福祉国家の完全否定ではなく、英国で生まれた NHS の理念
や枠組みは維持することが望まれた。そして、英国独自の福祉国家像を問い直すことにな
った。福祉国家の社会権、生存権を守り、社会保障制度を解体せず、維持することをブレ
ア＝ブラウン労働党政権で模索された。 
このため、ブレア労働党政権は「第三の道（Third Way）」路線へ進み、経済再建と NHS
の立て直しに取り組んだ。ブレア政権は「第三の道」という、これまでの労働党とも保守
党とも違う政策を模索しており、なかでもパブリック・プライベート・パートナーシップ
（Public Private Partnership、以下 PPPと略す）という官民パートナーシップ型の提供
体制に取り組んだ。サッチャー政権のように単なるコスト削減ではなく、効率化を図るた
めに PPP を用いて、その結果をベストバリューやバリューフォーマネーで計るという新し
い仕組みを構築しようとした。その結果、財政問題がどうなったか、目標に対してどこま
で実現したかについて総括が必要である。また、PPP が新たな公共の担い手の形として有
効なのかどうかをブレア政権の政策を通じて検討する必要がある。英国は問題性を先取り
し、明らかにしてきた。新しい動きを具現化して、13 年の長きにわたって実験した。十分
に問う価値がある。 
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2-2 なぜブレア＝ブラウン政権の医療政策に的を絞ったのか 
福祉国家において、労働や社会保障が非常に重要にな分野であるが、本論文では、全部
検証するのではなく、社会保障の中でも、重要な分野である医療に焦点をあてる。 
医療政策に的を絞ったのは、医療は国の大きな支出項目であるため、財政問題だと捉え
たことと、英国は NHS の発祥地であり、国民の最大関心事だからである。 
そして、どこの先進国でも医療は大きな課題だったからである。英国の租税を財源とし
た NHS は、国営であるという点で先進国のなかで唯一の存在である。租税方式はカナダ
やスウェーデンでも採用されているが、カナダは州営、デンマーク、スウェーデンは公営
である。フランスやドイツ、オランダ、日本は社会保険方式を採用しており、英国は福祉
国家財政の観点からみて特徴的である。 
NHSは租税で運営している。しかし、完全な租税方式とはいえない。1948 年の設立当
初は完全な租税方式だったが、1951 年に国民保険料の一部を財源に組み入れることとし、
同じく 1951 年から患者の一部負担が導入され、現在に至っている。また、保守党時代に
民営化も検討されたが実現せず、英国医療は国営といいながら、その実態は完全な国営で
はない。民間部門に医療提供の委託もしている。もともと医療は公共性も有しており、英
国は効率性を追求しつつ国営を選択してきたが、昨今の低成長時代ではすべて国営で行う
のは難しい。しかし、英国に NHS を捨て去る動きはみられない。公のなかに民を入れる
という形で効率性と公平性を模索してきた。 
このように紆余曲折を重ねるなかでブレア政権は PPPを医療にも導入した。その際に医
療財政と提供体制をどのように改善していったのか。これらの取り組みを把握することは、
低成長時代において、効率性と公平性を追求しつつ医療を提供するという共通する時代の
要請に答えようとするものであり、これからの福祉国家を考える上で参考になる。 
 ブレア=ブラウン政権の医療政策は効率性を生産性と置き換え、公平性と生産性の向上
に力を入れた点もサッチャー＝メージャー政権とは異なる点である。 
 
3.先行研究 
日本において、ブレア政権の性格に関して論じたものとして、藤森（2002）、舟場（1998）、
山口（2005）、地方自治の観点のものとしては、竹下・横田・稲沢・松井（2002）などが
ある。英国の社会保障については、東京大学出版会から先進諸国の社会保障シリーズとし
て出版されている武川・塩野谷（1999、2004）が社会保障全体をカバーしている。ブレア
＝ブラウン政権時代の医療や福祉について論じたものとしては、医師の視点からは近藤
（2004）、森（2008）、社会政策の立場からは渡辺（2005）、経営学では小島（2009）、ま
た厚生労働省の官僚や民間部門では、伊藤（2006）、竹之下・武内（2009）、その他に一圓
（1982、2008a、2008b、2011）、堀（2011）、健康保険組合連合会（2012）などがある。
高齢者福祉については、平岡（2003）、山本（2003）が詳しい。原価計算の視点からは、
荒井（2007、2009）が詳細に検討している。しかし、これらの研究は社会保障の財政面に
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関説するところがあっても、財政学の視点からの本格的研究というわけではない。また、
日本財政学会や日本地方財政学会にもブレア＝ブラウン政権時代の医療財政について研究
を行っている研究者はみあたらない。 
本論文の問題意識にもっとも近い論文には、伊藤（2006）がある。伊藤（2006）は、ブ
レア政権の医療福祉改革を社会的排除の観点から整理し、福祉や保育まで幅広く考察した
良書である。しかし伊藤氏は政策評価に関心が傾いており、実証分析を行っているわけで
はない。また、渡辺（2005）は社会政策的な視点から幅広くかつ詳細に論じているが、実
証分析は行われていない。 
一方、英国で NHS を扱うのは、医療経済学、会計学、公共経営学、疫学などであり、
財政学の分野で詳しい研究は少ない。医療の研究は、大学別にみると、ロンドン・スクー
ル・オブ・エコノミクス（London School of Economics and Political Science、以下 LSE
と略す）、マンチェスター大学（University of Manchester）、バーミンガム大学(University 
of Birmingham)、ケント大学（University of Kent）、ヨーク大学（University of York）
などが医療専門の研究機関を擁している。ブレア＝ブラウン政権時代の NHS をよく知る
研究者としては、Ham（2009）、Glennerster（2007）が挙げられる。 
NHS財政の赤字分析に関し、本論文と問題意識の近い研究には、Department of Health 
(2007c、以下、DH もしくは保健省とする)、House of Commons Healthcare Committee 
(2006d、以下、下院医療委員会とする)、King’s Fund（2007）がある。他に、NHS 財政
については、Street and Ward (2009)、Wanless(2002)、Wanless et al. (2007)、Appleby et 
al. (2010)がある。公平性の分析については、労働組合である Trades Union Congress(2010、
以下、TUC と略す)、 Glennerster（2006）があるが、NHS に焦点をあててはいない。
生産性の分析については、英国統計局である Office for National Statistics（2011、以下、
ONSと略す） 、日本の会計検査院に該当する National Audit Office（2010b、以下、NAO
とする）や House of Commons Committee of Public Accounts（2011c、以下、下院公会
計委員会とする）がある。ONS（2011）は Atkinson(2005)をベースに分析しており、
Atkinson(2005)は医療や教育の政府アウトプット分析の困難性に言及しており、国民経済
計算における政府アウトプットの計測においても先行的研究である。大学別では、ヨーク
大学が最も多く研究しており、保健省から NHS のアウトプットと生産性の測定方法に関
する研究委託を受けた Dawson et al.(2005)で最初の成果が出され、Martin et al.(2006)、
Castelli et al.(2008)、Street et al. (2009)、Bojke et al. (2012)と続いている。Bojke et al. 
(2010) は、地域別の NHSの生産性も研究している。 
また、官民パートナーシップ型の医療提供体制という問題意識において、下院医療委員
会（2006a、2006b、2006c）、下院公会計委員会（2006a、2006b）や NAO(2005a、2005c、
2006a)、公務員組合である UNISON(2006)など、これらはすべて文献調査や実地調査によ
る手法で詳細な NHS 研究を行っており、本研究に参考となったが、民間部門の詳細な研
究は行っていないのと、個別テーマに特化するものが多く、官民パートナーシップ型の医
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療提供体制として NHS をとらえたものはみあたらない。一方、民間部門については Laing 
& Buisson（2002、2009a）と Laing(2012)が急性期医療から介護福祉まで幅広く分析し
ているが、民間企業 1社 1社の詳細な分析は行っておらず、また、官民パートナーシップ
型の医療提供体制の研究は行っていない。Pollock et al. (2011)、Pollock and Godden 
(2008)も財務分析アプローチをしているが限定的である。このように、本研究の各論の参
考となる論文は存在するが、本研究のように、NHS 財政と官民パートナーシップ型の医
療提供体制を網羅し、実証分析を行っている論文はみあたらない。 
以上の先行研究調査をふまえて、本稿は、ブレア＝ブラウン労働党政権の医療政策につ
いて、医療財政と医療提供体制を検討することを目的とする。ブレア＝ブラウン政権の医
療財政改革が財政収支のみならず、予算配分構造や会計構造といった仕組みのほか、公平
性や生産性、医療サービスの現代化にどのような影響を与えたかについて検討する。また
ブレア＝ブラウン政権が取り組んだ官民パートナーシップ政策は地方分権化や民営化も含
んだ単なる医療提供体制にとどまらず、福祉国家の持続可能な将来の形となるかについて
も検討することは意義があるといえる。 
 
4.論文の論旨 
本論文は、官民パートナーシップという形で医療提供の拡大と国営医療の民営化と地方
分権化を推進したブレア＝ブラウン労働党政権の医療政策に焦点をあて、官民パートナー
シップを軸とした医療提供体制の実施実態と、その医療財政の影響および改革の成果と限
界を、医療の公平性・生産性を中心に、地方自治体が行う介護・福祉との役割分担もみな
がら、明らかにすることを課題にしている。 
本論文の特徴は、第一に、NHS のさまざまな形の官民パートナーシップを詳細に検討
し、医療提供の拡大と英国の民営化と地方分権化の進展を確認したことである。ブレア＝
ブラウン政権は、医療予算を増やし、さまざまな形の官民パートナーシップを確立し、医
療提供体制（高齢者福祉も含む）を多様化、拡大し、施設を新しく整備した。この政権下
で、NHS ではさまざまな形の官民パートナーシップがみられた。一般的な民間委託をは
じめ、PFI、地域発生型 PFI である NHS Local Improvement Finance Trusts（以下、LIFT
と略す）のほか、民間経営治療センターのような NHS が民間を取り込む形や、NHSの社
会的企業化のように、NHS 自身が民営化する形などがある。また、医療事業体について
も、NHSトラストから地域住民も出資可能な FT へと医療事業体を変化させた。これらの
さまざまな形に対して、それぞれの成果と課題について検討した。 
第二に、医療予算の拡大によって、NHS にどのような結果をもたらしたかを財政健全
性の観点から、詳細に検討したことである。上記で述べたように、PFI や LIFT により診
療所や病院が刷新され、民間経営治療センターや民間委託の拡大により、NHS 内外で、
より地域に根差した提供体制が拡大された。さらに、NHS 財政は、直接的に予算を配分
するほかに、補助金を配賦し、基金や優遇税制を創設し、それにともなう法制化、仕組み
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やルール、規制の設定など包括的な取り組みで、官民パートナーシップの確立に貢献し、
ブレア＝ブラウン政権の掲げた公約は実現した。しかし、医療予算の拡大にもかかわらず、
収支が大きく赤字となり、その原因は、医療提供者の増加と給与水準の引き上げのガバナ
ンスが効かなかったことだと明らかにし、財政健全性の観点の重要性を指摘した。 
第三に、ブレア＝ブラウン政権の医療政策について、生産性と公平性の視点から分析し
たこと、インプット→アウトプット→アウトカムの一貫性で評価しようとしたことである。 
ブレア＝ブラウン政権は効率化の追求だけではなく、医療の質を向上させることを目的と
し、法制化や組織化などの基盤整備からスタートし、英国統計局（Office National 
Statistics、以下 ONS と略す）が作成する国民経済計算の直接アウトプット測定を NHS
の生産性分析に活用としようとした。ONSはインプット＝アウトプット方式の測定から直
接アウトプット測定の重要性を早くから気づき、他国よりも早くに測定方法の検討を開始
した。その後 2002 年の EU委員会で直接アウトプット測定の方針が確定し、ONSは牽引
役として測定に取り組んできた。そのように取り組めたのは、ブレア＝ブラウン政権が医
療の質を測定しようとする組織や法律、仕組みを作ったことによる。 
一方、ブレア＝ブラウン政権のもうひとつのスローガンであった医療アクセスの公平性
（地域格差）の是正について実証分析したが、医療圏別一人当たりのアウトプット（診療
数、入院数、救命救急件数、日帰り入院数など）を比較すると、もともと変動係数が小さ
く、地域格差はさほど見られないことがわかった。各項目の動きに関連性はないが、総じ
て、2000 年代前半に是正の縮小傾向がみられたが、政権後半は再び拡大していたので、地
域格差は小さいながらも依然として存在することを明らかにした。 
さらに、インプット→アウトプット→アウトカムを把握するために、ONS の NHSの生
産性分析と手法の検討を行ったアトキンソンとヨーク大学の研究結果を検討し、医療の質
の向上は直接把握できないが、医療の質が向上すれば患者の満足度は上がるだろうと仮定
し、患者の満足度でアウトカムを把握しようと試みた。従来のインプット＝アウトプット
方式では、医療予算を拡大しインプットが増えているので、推計でも全要素生産性も拡大
するという結果になったが、現在の ONS はアトキンソンが推奨した直接アウトプット測
定を採用しており、その結果、ブレア＝ブラウン政権時代の NHS は生産性の向上がみら
れなかった。しかしアウトプット＝アウトカムとは限らないので、ブレア＝ブラウン政権
時代の NHS に対する国民の満足度は向上していることが明らかになった。 
つまり、ブレア＝ブラウン政権の医療政策は、医療アクセスの地域格差については、2000
年代前半に是正の傾向がみられたが、いまだ小さいながらも地域格差は残っており、直接
アウトプット方式では生産性の向上は実現したとはいえないが、医療提供体制の拡大と施
設整備などは実現し、診療数や入院数のアウトプットは増加し、患者の満足度は上昇した
といえる。 
最後に副題とした「福祉国家の現代化の模索」について触れる。福祉国家は第二次世界
大戦後の復興期である 1950～60年代に大きく発展したが、1970 年代に高度経済成長が終
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わり、オイルショックの影響から経済が落ち込み、福祉国家の再編や福祉国家の危機が叫
ばれるようになった。その後も税制改革や社会保障改革などを行いながら、独自の形で福
祉国家を再編し続けている。この福祉国家の現代化の模索はずっと続いており、いまだ確
固たる正解はない。本論文では、英国ブレア＝ブラウン政権の医療政策における官民パー
トナーシップを、現代に合った福祉国家を模索する一形態としてとらえ、その実態を把握
しようと試みた。低成長の経済と少子高齢社会という限られた資源を勘案すると、官民パ
ートナーシップは、福祉国家を現代化する方法のひとつといえる。 
 
5.論文の構成と研究方法 
 本論文は、研究方法として文献調査、インターネットによる調査に加え、英国でのイン
タビュー調査や電子メールでのインタビュー調査で実態をとらえ、財務分析や実証分析を
行った。具体的には、NAO や下院の文献を先行研究として最も多く参考にし、必要に応
じてインタビューを行い、それをベースに掘り下げた。King’s Fund（2007）や UNISON
（2006）、TUC（2010）も参考にした。Pollock（2011）は会計学からのアプロ―チが参
考になった。最先端の分析については、各大学の研究チームの論文で知ることができた。
そして、保健省や各病院が詳細なデータを提供してくれた。 
構成は以下のとおりとする。本論文は 6章だてであり、全体像と各章の関係性について
は図 1 のとおりである。第 1 章はブレア＝ブラウン政権時の医療政策について概観する。
ブレア＝ブラウン政権の基本的な政治に対する考え方や医療改革の概要、医療提供の地方
分権化と民営化について検討する。ブレア＝ブラウン政権の特徴を浮かびあがらせるため
に、前後の政権であるサッチャー＝メージャー保守党政権や現在の連立政権も含めた NHS
発足以来の変遷について把握する。さらに、本論文で重要なキーワードとなる民営化、地
方分権化、官民パートナーシップの世界的潮流についても概観する。第 2 章から第 5章に
ついては、さまざまな形の官民パートナーシップ型の医療提供体制を検討する。第 2 章で
は PFI と地域型の LIFT を検討する。第 3 章は民間部門が NHS の看板を背負って医療を
提供する形（NHS の中に民間部門を取り込む形）として、民間経営治療センターを検討
する。第 4 章は、新しい民間部門の活用として社会的企業を検討する。また、NHS が社
会的企業化するプロジェクト（NHS自身が民営化する形）を検討する。第 5章は NHSと
地方自治体、民間部門の連携を明らかにするために医療と高齢者福祉を検討する。第 6 章
はブレア＝ブラウン政権の医療財政を健全性、公平性（医療アクセスの地域格差）、生産性
の観点から検討する。ブレア＝ブラウン政権は一時期、財政収支が赤字となったが、その
原因を明らかにする。公平性については地域ごと（医療圏）の診療数・入院数・日帰り入
院数・救命救急件数・待機人数・稼働ベッド日数を経年比較し、地域格差が是正されたか
を検討する。生産性については、ONSの分析結果と測定方法を検討したアトキンソンとヨ
ーク大学の論文を検討する。医療の質の向上は把握できないが、患者の満足度をアウトカ
ムとし、インプット→アウトプット→アウトカムの関係性を明らかにしようと試みる。終
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章で本論文の貢献と今後の課題について述べる。 
 
図 1 本論文の全体像 
 
 
6.各章の要約 
各章の検討結果は以下のとおりである。 
第 1 章では、ブレア＝ブラウン政権時の医療の地方分権化と民営化について概観した。
医療の地方分権化は、トラスト化という形で、サッチャー＝メージャー保守党政権時より
始まっていたことが分かった。英国医療は、第二次世界大戦前には、慈善病院と自治体病
院で運営されており、それを統合し、NHSとして国営化した。その後も各地域に事務所
が置かれていたので、地方分権的要素はあったといえる。しかし、病院と地域の自立とい
う、より地方分権に踏み込んだのは、サッチャー＝メージャー政権からといえるだろう。  
一方、民営化については、ブレア＝ブラウン政権時に促進した。ブレア＝ブラウン政権は、
PFIや LIFT、民間経営治療センターなど目に見える形で民営化を推進していったが、医
療提供における民間部門への委託割合が 4割にも達しており、それが何よりも、民営化の
拡大を物語っている。 
第 2 章は、病院施設の現代化として、民間の力を借りながら設備投資を行った医療 PFI
について検討した結果、以下のことが明らかになった。PFI は英国発祥で、1992 年に導入
されたが、ブレア＝ブラウン政権は、前保守党政権時代の非効率な方法を改善し、地域主
導の PFI も発展させ、病院や診療所の建設に PFI を導入した。また、地域振興型の医療
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PFIである LIFT や、医療 PFIの手続きの非効率を改善した ProCure21(現 ProCure21+)
が NHSから生まれ、ブレア＝ブラウン政権の病院建設の公約は達成された。しかし、医
療 PFIは未だ発展途中であり、特に資金調達の脆弱性とパフォーマンスや有効性の評価に
課題があることが分かった。LIFT はマネジメントに課題があることが分かった。英国は、
もともと財政赤字削減のため、オフバランス処理が可能な PFIによって社会資本形成を行
ってきた。しかし国際会計基準の導入により、オフバランス取引ではなくなったため、こ
れまでのような財政ツールの利便性はなくなった。また、2008 年の金融危機により、ファ
イナンスが困難になり、財務省が救済したことから、金融市場が不安定になった場合、公
的資金の投入が必要になるという PFIの弱点が浮き彫りになった。しかし、医療 PFI はコ
スト削減にはつながっていないため、運営費の固定化が懸念されているが、本論文では、
現在の財政規模を維持できれば問題にはならないという結果になった。 
第 3 章では、重要な提供体制パートナーである民間部門の活用として、民間経営治療セ
ンターの取り組みについて検討した結果、以下のことが明らかになった。政府は医療提供
を増やすために民間部門に着目した。多国籍企業も入札に参加させることで競争を促し、
都度払いから一括契約にすることで、民間医療への支払を低減させようとした。分析して
いくと、都度払いから一括方式への変更と多国籍企業の参入が英国の民間医療の価格を下
げ、民間経営治療センターへの支払は低減したため、小額であるが、民間経営治療センタ
ーの取り組みは NHS財政に貢献した。医療提供の観点からも、一部の予約手術と検査と
いう小規模な領域ながらも、周辺の病院を巻き込んで医療提供を改善したので貢献したと
いえる。プロジェクト開始から 10 年近くが経ち、市場は変化した。受託企業は二極化し、
撤退し NHS が引き継いだセンターが 5 件もあった。4件の撤退企業は南アフリカ、米国、
カナダの多国籍企業と英国企業であった。それ以外の英国資本は規模の大小はあるが継続
している。総括すると、多国籍企業との競争を用いたことで、一部の予約手術と検査の範
囲ではあるが、英国の民間医療の意識を変え、価格を低減し、提供体制を改善した点で
NHSの目的は達成されたといえる。英国の民間医療にとっても、当初は多国籍企業に押
されたが、市場は拡大し、現在では英国企業の占める割合も増えたので NHSにとっても
英国企業にとってもメリットがあったといえる。 
第 4 章では、新たな提供体制として注目されている社会的企業の取り組みについて検討
した結果、以下のことが明らかになった。ブレア＝ブラウン政権時の社会的企業の促進支
援からブラウン政権以降の NHS自身の社会的企業化の一連の流れをみてきたが、巨大化
した NHSを縮小することはブレア＝ブラウン政権も連立政権も目指すところであった。
しかも、医療の質を担保しつつ、効率化を実現する必要があり、その手段として社会的企
業に期待がかかっている。法改正や税制改正、金融支援などの基盤整備はブレア＝ブラウ
ン政権時に進んだが、社会的企業に対する補助金は増えている。政府は補助金ではなく融
資を拡大したいが、社会的企業の完全な自立はいまだ難しいため、補助金の総額が増えて
いる。また雇用継承や年金などの整備や社会的企業に対する評価制度なども今後の課題で
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ある。課題だった待機時間は 2009 年 3 月までは順調に削減された。本章で対象とした社
会的企業の取り組みのほかにも、民間医療との連携や NHS自身の改革も含めて待機時間
の削減につながっているので、社会的企業のみの成果ではないが、ブレア＝ブラウン政権
のねらいは達成できたといえる。2008 年から始まった「権利を要求できるプロジェクト」
において、保健省は NHSから 200社の社会的企業の設立を目指しており、2011年 6月の
段階で 20 社が起業したが、「社会的企業投資基金」の内訳をみると融資よりも補助金が多
い。それに雇用の継承や年金も課題がある。連立政権は NHS を世界最大の社会的企業に
すると公言しているが、そうなるためには、雇用、年金などの一層の整備が必要である。 
第 5 章は、医療と福祉介護の連携策として中央政府・地方自治体と民間部門の取り組み
を検討した結果、以下のことが明らかになった。まず、高齢者福祉の財政の仕組みを明ら
かにした。高齢者福祉の財源は一般交付金のほかに毎年変動する特定補助金がある。また、
政権発足当時には、介護・入居施設の閉鎖が相次いでいたため、民間部門の市場を検討し
たが、入所施設ケアと在宅ケアのどちらも民間市場が拡大しており、民間部門による提供
が自治体による提供を上回るようになった。そして、医療と高齢者福祉の課題は医療側か
らみると社会的入院つまり退院遅延の削減であった。2004 年に自治体側の理由で高齢者が
退院遅延となった場合に自治体が NHSに罰金を払う仕組みが法制化された。退院遅延は、
政権発足時の1998年の6,265人から比べると2009年には1,682人まで減少した。さらに、
ブレア＝ブラウン政権は高齢者が参画する健康・幸福・自立促進プロジェクトも行った。
29自治体が参加、146 の主要プロジェクトを行った結果、救命救急に行く割合が 60％減
り、入院が 48％減、一般医（General Practitioner、以下 GP と略す）への電話が 28％減、
看護師往診が 25％減、GP予約が 10％減となった。コストでみると 53,768ポンドの削減
効果となり、1人あたり 2,166ポンドのコスト削減となった。さらに、ブレア＝ブラウン
政権の取り組みに対する高齢者の満足度を検討した。福祉全体の満足度、生活の質、健康
状態、情報収集、安全性、在宅ケアの満足度については、年度の違いは現れなかったが、
どの年度も概ね満足度は高かった。 
第 6章では、NHS財政の仕組みを明らかにし、ブレア＝ブラウン政権の医療政策が NHS
財政に与えた影響、特に赤字化から黒字化への取り組みを検討した。主な原因は職員増に
よる人件費の増大と予算配分の計算根拠が変更されたため支出が膨らんだことである。ま
た、ブレア＝ブラウン政権の医療政策の成果と、医療政策により公平性と生産性がどのよ
うに変化したかについて検討した。公平性の観点からは、医療アクセスに地域格差がある
とし、アクセス改善に注力したブレア＝ブラウン政権の医療政策に焦点をあて、パネルデ
ータによる実証分析を行った。地域ごと（医療圏別）の医療アクセス（診療数・入院数・
日帰り入院数・救命救急件数）に加え、待機人数・稼働ベッド日数を一人当たりの変動係
数で経年比較し、地域格差が是正されたかを検討した。その結果、政府の貧困指標で貧し
いと評価されている North East や North Westの値が悪いことが分かった。もともと変動
係数が小さく、地域格差はさほど見られないことがわかった。各項目の動きに関連性はな
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いが、総じて、2000 年代前半に是正傾向がみられたが、政権後半は再び拡大していたので、
地域格差は小さいながらも依然として存在することが明らかになった。生産性の観点につ
いては、ONSの分析と、その分析に関する下院公会計委員会と会計検査院の評価を検討し、
測定方法を検討したアトキンソンとヨーク大学の研究も検討した。さらに、インプット→
アウトプット→アウトカムを把握するために、医療の質の向上は直接把握できないが、医
療の質が向上すれば患者の満足度は上がるだろうと仮定し、患者の満足度でアウトカムを
把握しようと試みた。従来のインプット＝アウトプット方式では、医療予算を拡大しイン
プットが増えているので、推計の結果、全要素生産性も拡大するという結果になったが、
現在の ONS はアトキンソンが推奨した直接アウトプット測定を採用しており、その測定
結果では、ブレア＝ブラウン政権時代の NHSは生産性の向上が見られなかった。しかし
アウトプット＝アウトカムとは限らないため、ブレア＝ブラウン政権時代の NHSに対す
る国民の満足度（アウトカム）は向上していることが明らかになった。 
  
7.新たに加えたと考える知見 
 上記をふまえて、新たに加えたと考える知見を列挙する。 
第一に、本論文が、NHS 財政と医療提供体制を詳細に分析し、重層的な評価ができる
ように各論で深く掘り下げた結果、ブレア＝ブラウン政権の 1997 年から 2010年までの全
体を通して、ブレア＝ブラウン政権の医療財政が、単に医療政策としてだけでなく、予算
配分改革であり、公会計改革であり、地域改革であるととらえたことである。NHS は 2001
年度に資源会計を導入し、3ヶ年の複数年予算と発生主義会計を始めた。そして、2004年
度に GP の報酬制度を変更し、病院においては、2003 年度から一部出来高払いを導入し、
2006 年度から全面的に取り入れた。このように診療報酬支払方式を変更することによって
予算配分が変更された。また、予算配分に責任を持つ組織も 2001 年度からプライマリケ
アトラスト（Primary Care Trust）になったことで、予算配分が、より地域に近くなった。
医療事業体も NHSトラストから地域住民も株主になれる公益法人である FTに移行して
いる。また、NHSは、直接的に予算を配分するほかに、補助金を配賦し、基金や優遇税
制を創設し、財政の拡大を通じて医療従事者の増員や病院の刷新、IT投資、法制化、仕組
みやルール、規制の設定など包括的取り組みを行った。このように、単なる医療政策では
なく、予算配分改革であり、公会計改革であり、地域改革であるといえる。さまざまな取
り組みの結果、NHS 財政は官民パートナーシップの確立に貢献し、ブレア＝ブラウン政
権の掲げた公約は実現した。しかし、医療予算の拡大にもかかわらず、収支が大きく赤字
となり、その原因は、医療提供者の増加と給与水準の引き上げのガバナンスが効かなかっ
たことであったと明らかにし、財政健全性の観点の重要性を指摘した。 
第二に、ブレア＝ブラウン政権の取り組みを官民パートナーシップ型ととらえたことで
ある。本論文では、分権を民営化と地方分権化と定義し、ブレア＝ブラウン政権の医療政
策がその両方を実行し、官民パートナーシップを確立したととらえた。検討の結果、急性
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期医療から高齢者福祉まで民間医療市場は拡大しており、英国医療は民営化に向かって進
んでいるといえる。しかし、完全な民営化に向かうのではなく、NHS の理念は残した官
民パートナーシップ型医療を維持し、徐々に民間部門を拡大していく方向をしばらくは模
索するであろう。ただ、官民パートナーシップ型は役割分担や責任が明確でないというマ
イナス要因をもっているため、責任や役割の明確化を意識する必要があるだろう。 
第三に、英国の医療を NHS側からだけでなく民間部門側から検討したこと、そして民
間部門の経営状態まで詳細に検討したことである。民間医療会社の 1社 1 社について詳細
な検討をし、NHSの取り組みを公共側と民間側の両面からみた論文は国内外でもみあた
らない。第 2 章で、英国の世論は、PFI や LIFT は民間企業が国の予算から利益を得るた
め、不当に利益を得ているのではないかと批判していたが、LIFT 会社の経営状況を 1 社
ずつ調べた結果、客観的データから世論と反対であることが明らかになった。さらに LIFT
施設に関する患者満足度の分析も行った。また、マネジメントやファイナンスなど PFIの
脆弱部分を明らかにした。第 3章では、民間経営治療センターの検証を詳細に行った。民
間経営治療センターとその周辺の病院との関係性（診察人数や待機時間の変化）を分析し、
民間経営治療センターの成果を導き出した。また、保健省は民間部門への支払を低減した
かったが、支払方式の変更により実現していたことを導きだした。そして、受託企業の動
向を 1社ずつ調べ、民間経営治療センターの市場構造の変化を明らかにし、このプロジェ
クトが英国民間医療部門に与えた影響を分析した。その結果、競争により一時は低迷した
英国企業が再び活性化し、NHSと民間部門双方にメリットがあることが判明した。 
第四に、高齢者福祉財政を明らかにしたことである。日本では英国福祉の研究はいくつ
かあるが、ブレア＝ブラウン政権時の高齢者福祉財政について明確に示したものはない。
英国の地方自治体は中央政府からの移転が 70％を占めているが、高齢者福祉も一般補助金
の割合が高い。そして、高齢者福祉を担う NHS、自治体、民間部門の提供関係を明らか
にした。ブレア政権発足時は介護・入居施設の閉鎖がみられたが、民間部門に移行し、現
在では自治体部門よりも民間部門の提供の割合が大きいことがわかった。さらに、NHS
側から医療と高齢者福祉の接点となる社会的入院に着目し、待機時間の削減との関係を分
析し、ブレア＝ブラウン政権時に待機時間が削減されたことを明らかにした。また、高齢
者福祉に対する高齢者の満足度分析を行い、満足度が高いことが分かった。 
最後に、このブレア＝ブラウン政権の医療政策について、財政健全性をふまえた上で、
公平性と生産性の両方から分析し、患者の満足度も含めて、インプット→アウトプット→
アウトカムと包括的に評価した点である。ブレア＝ブラウン政権の医療政策は、医療サー
ビスの近代化と公平性の向上が念頭にあった。社会的排除をなくすために、医療へのアク
セス改善に注力し、医療サービスの選択肢の提示、それを支えるインフラを整備し、官民
パートナーシップを取り入れながら、医療提供体制を拡大した。その政策を評価するには、
医療アクセスの地域格差をみる必要があった。そこで、本論文では、地域ごと（医療圏別）
の診療数・入院数・日帰り入院数・救命救急件数・待機人数・稼働ベッド日数のパネルデ
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ータを用いて、一人当たりの変動係数で経年比較し、地域格差が是正されたかを検討した。
その結果、もともと地域格差は小さいが、政府の貧困指標で貧しいと評価されている North 
Eastや North West の値が全国平均より下回っていることが分かった。経年変化では、
2000 年代前半は格差是正に向かっていたが、政権後半はふたたび拡大傾向になったため、
公平性の向上が達成されたとはいえないことが明らかとなった。一方、生産性の分析は、
ONSが Atkinson（2005）をベースにした生産性の分析を行っており、ヨーク大学も生産
性分析測定の支援を行っている。従来のインプット＝アウトプット型では、医療予算を拡
大しインプットが増えているので、推計してみたところ、全要素生産性も拡大するという
結果になるが、現在の ONSはアトキンソンが推奨した直接アウトプット測定を採用して
おり、ブレア＝ブラウン政権時代の NHS は生産性の向上が見られなかったという結論に
なった。しかしアウトプット＝アウトカムとは限らないため、ブレア＝ブラウン政権時代
の NHSに対する国民の満足度は向上していた。このように、英国の医療の生産性分析の
実態を明らかにした。 
 
8.日本への示唆 
英国と日本は医療制度が大きく異なる。英国は租税方式の国営であるが、日本は社会保
険方式で公営病院もあるが民間病院の件数が圧倒的に多い。英国は患者が医師に診てもら
う際にアクセスの制限があるが、日本はどこの病院でも診てもらうことが可能である。英
国医療は民営化を模索しているが、日本はもともと民間医療が中心で、国営・公営が主流
ではなかったため、制度の乱立により全体像を把握することが難しく、かえって非効率が
発生しているともいえる。制度が正反対に近いとはいえ、英国の医療財政や官民パートナ
ーシップ型の医療提供体制から学ぶことも多い。たとえば、医療 PFI について、日本は上
手くいっていないが、政府の関与の仕方や業務委託の範囲などは英国に学ぶべきところが
ある。日本の公立病院には予算と運営に問題があるが、英国のガバナンス改革からも学ぶ
ことができる。公立病院と民間病院の連携についても、第 3章や第 4章でとりあげた事例
から役割分担やガバナンスを学べる。また、医療と介護の連携は日本でも大きな課題であ
るが、社会的入院を削減し、介護の民間市場を拡大する政策も参考になるだろう。最後に、
英国は政権公約が政策にきちんと反映され、ブレア＝ブラウン政権は公約を達成したこと
が明確にわかる仕組みがある。このように政治と政策の統合された仕組みを日本も導入す
る必要があり、洗練された政治を実現するには英国が大いに参考になる。 
 
9.残された課題 
本論文ですべての課題が明らかになったとはいえず、以下の点が残された課題である。 
第一に、直接アウトプット測定による生産性の分析を行えなかったことである。医療の
質の調整の情報が入手できなかったからであるが、医療の質の調整を含めた生産性の分析
を行い、測定方法の課題を追求し、より精度化した測定方法にすることが課題である。 
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第二に、生産性の分析を幅広く行うには、民間部門を含めた医療全体の分析や、福祉と
医療を合わせた生産性の分析も検討の余地がある。 
第三に、第 4 章で取り上げた NHS の社会的企業化は、現在進行中なため、プロジェク
トが終了した後に、成果の評価を行う必要がある。それをふまえて NHS の民営化をとら
える必要があるだろう。 
第四に、第 1章で PFI と LIFTについては分析したが、ProCure21については保健省か
らデータを入手できなかったため分析していない。受託企業も 8社と決まっており、構築
の枠組みも決められているため、限定的になるが、ブレア＝ブラウン政権時に生まれた PFI
の一形態であるため、今後データが入手できれば分析したい。 
第五に、本論文は、ブレア＝ブラウン労働党政権時期の 13 年間を扱ったが、現在の連
立政権との比較分析も行い、両政権の違いを明らかにすることが望ましい。 
第六に、本論文は医療に着目したが、福祉国家や福祉国家財政をみるには、年金や教育、
労働も含めた分析を行う必要がある。 
最後に、医療には Arrow(1963)が指摘したように事前に予測不可能であるといった不確
実性が存在する。また、新しいウィルスは常に出現し、医療技術や医薬品開発も日進月歩
であり、一般国民が最新情報をタイムリーに入手するのは困難である。患者本人が自分の
健康状態や病状に対する適切な処置内容をすべて把握するのは難しい。このような情報の
非対称性の問題もある。この不確実性と情報の非対称性を克服する研究も行う必要がある。 
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